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交通バリアフリー法基本方針における目標設定 
〈平成２２年（２０１０年）までの達成目標〉 

 

 

○ 旅客施設 

１日当たりの平均的な利用者数が５，０００人以上の全ての鉄軌道駅、バス

ターミナル、旅客船ターミナル及び航空旅客ターミナルについて、原則として、   

・段差の解消 

  ・視覚障害者誘導用ブロックの整備 

  ・身体障害者用トイレの設置    等のバリアフリー化を実施する。 

 

○ 車両等 

車両等の種類 車両等の総数 バリアフリー化される車両等の数 

鉄軌道車両 約５１，０００ 約１５，０００ （約３０％） 

原則として、１０～１５年で低床化

された車両に代替 

乗合バス車両 約６０，０００ 

（うちノンステップバス） 

約１２，０００～１５，０００ 

（２０～２５％）

旅客船 約１，１００ 約５５０  （約５０％） 

航空機 約４２０ 約１８０  （約４０％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会資本整備重点計画（平成１５年１０月１０日閣議決定） 

における達成目標（平成１９年度まで） 

 

・ 段差の解消・・・７割強   

・ 視覚障害者誘導用ブロックの整備・・・８割強 

 


